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１．はじめに

「埼玉スタジアム２００２」（以下、埼玉スタジアムという）は、日本と韓国が共同開催した２００２

年FIFAワールドカップの会場として２００１年１０月に開場した。

２００２年の日韓ワールドカップ開催後も、ワールドカップの予選や代表戦などの国際マッチが

数多く開催され、また、Jリーグの人気チームである浦和レッズのホームスタジアムとなるな

ど、国内最大のサッカー専用スタジアムとして、国内のみならず、世界に向けて存在価値を高

めている。また、県内では歴史と伝統のある本県サッカー界の中心となっている。

その埼玉スタジアムも２０１１年度に開場１０周年を迎えた。そこで、埼玉スタジアムで開催され

た日本代表戦や Jリーグ浦和レッズの試合等を経済活動として分析し、それらがもたらす経済

波及効果というアプローチで埼玉スタジアムを考察した。

埼玉県内への経済波及効果

埼玉スタジアムを舞台に行われる経済活動を消費面からとらえると、その直接効果は、埼玉スタジアム建設時
の建設投資５３５億円と、２００１年度の開業から２０１１年度までの埼玉スタジアム利用による消費支出の累計５８９億円を
合わせ、合計で約１，１２４億円となり、これに伴う経済波及効果（直接効果を含む）は約１，６７４億円に上った。

２．埼玉スタジアムの概要

� 建設の経緯
埼玉スタジアムは、「�２１世紀を担う青少年に夢と希望を与える。�サッカー王国・埼玉を、

サッカーのメッカにする。�防災支援機能を備えた公園とする。」の３つの基本理念のもとに
建設された。

埼玉スタジアム建設の発端は、県営大宮サッカー場（１９６０年３月完成、現：NACK５スタジ

アム大宮）が、施設の老朽化が進んでいたことから、新サッカー場の建設構想が浮上したこと
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埼玉県内への経済波及効果は累計で１，６７４億円に
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スタジアム基準（観客収容数） 開幕戦または決勝戦 準決勝 左記以外の試合

２００２年当時 ６万人以上 ６万人以上 ４万人以上

２０１１年１１月現在 ８万人以上 ６万人以上 ４万人以上

にある。その後、日本サッカー協会がワールドカップ大会の日本開催誘致に動く中で、埼玉県

でも、本県でワールドカップ大会を是非、開催しようという機運が盛り上がり、誘致活動を展

開した。国際サッカー連盟は１９９６年５月に２００２FIFAワールドカップの日韓共同での開催を決

定した。同年１２月、日本サッカー協会理事会が埼玉県を大会開催地の一つに決定、これにより、

埼玉スタジアムはワールドカップ会場として建設工事が進められることになったのである。

� 施設の特徴
埼玉スタジアムの観客収容数は、国際サッカー連盟のワールドカップでの試合開催のスタジ

アム基準（注１）を満たす６３，７００人と、国内最大のサッカー専用スタジアムである。フィール

ドの芝は天然芝で、スタンドからピッチまでの距離が近く、陸上競技場と併用している国立競

技場や横浜国際総合競技場（以下、日産スタジアムという）と違い、ピッチ際でのエキサイテ

ィングプレーが間近に観戦できる。

また、埼玉スタジアムの周辺には、サブグランド３面、フットサルコート２面のほか、親子

で楽しめるちびっこ広場、もみの木広場などの公園施設が併設されている。
（注１）現在の FIFA ワールドカップスタジアム基準は当時の基準より厳しくなっている。

３．埼玉スタジアムの利用状況

� 日本代表戦の開催
埼玉スタジアムが２００２FIFAワールドカップの大会会場として使用されて以来、同スタジア

ムで開催された日本代表戦は２００１年度から２０１１年度までの累計で２０試合にのぼっている（表１）。
その実績は、国立競技場、日産スタジアムのそれぞれ１７試合を上回り、全国トップとなってい

る。また、Jリーグでは、埼玉スタジアムをホームスタジアムとしている浦和レッズがほとん

どの主催試合を行い、２０１０年度は１６試合、このほか、同じさいたま市の Jリーグ大宮アルディ

ージャの主催試合も行われた。

埼玉スタジアム２００２の概要
・所 在 地 埼玉県さいたま市緑区中野田５００
・用 途 サッカー専用スタジアム
・着 工 １９９８年５月
・開 場 ２００１年１０月
・建 設 費 埼玉スタジアム本体 ３５６億円（用地費等含む公園整備総額７６６億円）
・敷地面積 約３０ヘクタール（公園を含む）
・建築面積 ５２，６３３．４９�
・延床面積 スタジアム ６０，８６７．２９�（客席面積含まず）
・客席面積 ３４，７８９．７０�
・観客収容数 ６３，７００人
・フィールド（天然芝）面積 １１，２２８．８３�
・サブグランド３面、フットサルコート２面
・ちびっこ広場、もみの木広場などの公園施設、駐車場
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（資料）埼玉県公園スタジアム課 
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2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010（年度） 

1,192,920人 

1,715,830人 

� １００万人を超える年間利用者
埼玉スタジアムの利用者数は、開場翌年度の２００２年度から毎年１００万人を超えており、浦和

レッズが Jリーグで優勝した翌年度の２００７年度は１，７１５，８３０人に達した。２０１０年度の利用者数

をみると、Jリーグ、日本代表戦、日本女子サッカーリーグ（なでしこリーグ）、全国高等学

校サッカー選手権大会などプロ・アマチュア各種試合が開催されており、スタジアムで８９９，６０７

人、サブグランドで１４７，０７２人のほか、イベント、フットサルコート、スタジアムツアー等そ

の他の利用１４６，２４１人を加え、全体で１，１９２，９２０人にのぼっている（図１）。

スタジアム／年度 ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ 累計

埼玉スタジアム２００２ １ １ ３ ５ １ ２ ４ ２ １ ２０

札幌ドーム １ １ １ １ ４

宮城スタジアム １ １ ２

茨城県立カシマサッカースタジアム １ １ ２

横浜国際総合競技場
（現：日産スタジアム） ２ １ １ ３ ２ ２ ２ ２ １ １ １７

国立競技場 ３ ５ ２ １ ２ １ ３ １７

新潟スタジアム
（現：東北電力ビッグスワンスタジアム） ２ １ １ １ １ １ ７

静岡スタジアム
（現：エコパスタジアム） １ １ １ １ １ ５

豊田スタジアム １ １

大阪市長居陸上競技場
（現：大阪長居スタジアム） １ １ １ １ １ ２ ２ ９

神戸ウイングスタジアム
（現：ホームズスタジアム神戸） １ １ １ ３

大分スポーツ公園総合競技場
（現：大分銀行ドーム） １ １ １ １ １ ５

広島ビッグアーチ １ １

熊本県民総合運動公園陸上競技場
（現：KKWING） １ １

年度計 ９ ７ １３ １０ ８ ７ ７ １１ ９ ５ ８ ９４

（資料）埼玉県公園スタジアム課

表１．各スタジアムの日本代表戦の開催状況

図１．埼玉スタジアム利用状況（年間利用者数）
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表２．埼玉スタジアムの経済波及効果の合計 （単位：百万円）

直接効果
直接効果による
県内最終

需要増加額 a

間接
１次効果
b

間接
２次効果
c

経済
波及効果
a+b+c

埼玉スタジアムの建設投資 ５３，５００ ５３，５００ １８，３３０ ９，８４６ ８１，６７６
２００１年度から２０１１年度までの
消費支出の累計

５８，８７５ ５８，６７５ １８，２０４ ８，８１５ ８５，６９４

合計 １１２，３７５ １１２，１７５ ３６，５３４ １８，６６１ １６７，３７０

表３．埼玉スタジアムの建設投資による経済波及効果 （単位：百万円）

直接効果
直接効果による
県内最終

需要増加額 a

間接
１次効果
b

間接
２次効果
c

経済
波及効果
a+b+c

埼玉スタジアム本体 ３５，６００ ３５，６００
１８，３３０ ９，８４６ ８１，６７６

公園施設整備 １７，９００ １７，９００
合計 ５３，５００ ５３，５００ １８，３３０ ９，８４６ ８１，６７６

４．埼玉県内への経済波及効果は合計で１，６７４億円

開場１０周年を迎えた埼玉スタジアムが、これまでにもたらした埼玉県内への経済波及効果を

試算した。試算については、埼玉スタジアム建設時にのみ発生する建設投資による経済波及効

果と埼玉スタジアム利用により２００１年度から２０１１年度（注２）までの毎年発生した入場料、交

通費等の消費支出（以下、消費支出という）による経済波及効果を、各々試算した。その結果、

直接効果は、埼玉スタジアムの建設投資５３５億円と埼玉スタジアム利用の消費支出による効果
５８９億円を合わせて約１，１２４億円となり、これによる経済波及効果（直接効果を含む）は約１，６７４
億円に上った（表２）。
（注２）２０１１年度については２０１１年１２月１１日現在までの期間により試算

� 埼玉スタジアムの建設投資による経済波及効果
埼玉スタジアム本体３５６億円、公園施設整備１７９億円を合わせて５３５億円を建設投資として試

算した。建設投資による県内最終需要増加額を５３，５００百万円とすると、間接効果は１次間接効

果１８，３３０百万円と、２次間接効果９，８４６百万円を合わせ２８，１７６百万円、これによる経済波及効

果は８１，６７６百万円と試算した。直接効果５３，５００百万円により、経済波及効果は８１，６７６百万円と

なり、１．５３倍の経済波及効果がもたらされた（表３）。

経済波及効果の８１，６７６百万円のうち、波及効果の大きな産業を部門別にみると、建築の３５，６６６

百万円が最も多く、次いで、公共事業の１７，９００百万円、商業の３，５９４百万円となった（表４）。
また、雇用創出効果について（注３）雇用係数を用いて試算すると、５，１４７人の雇用が生ま

れた。この雇用創出効果を産業部門別にみると、建築の２，４４８人が最も多く、次いで、公共事

業の９６７人、商業の４０９人、その他の対事業所サービス３４２人となった。

（注３）雇用係数は、雇用者数（有給役員・雇用者計）を当該産業の生産額で除すことで求められ、当該産業に１単
位（１００万円）の生産が増加することにより、雇用者が何人必要となるかを示している。したがって、雇用
係数に経済波及効果で生じた生産額の増加分を乗じることにより、新たに必要となる雇用者の人数を計算す
ることができる。ただし、実際の産業活動では、生産の増加を所定外労働時間（残業）などで対応する場合
もあるため、そのすべてが雇用の増加に結びつくとは限らないことに留意する必要がある。

調調査査レレポポーートト
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� 埼玉スタジアム利用による毎年の経済波及効果
毎年の消費支出による経済波及効果については、２０１０年度で推計した直接効果（注４）をベー

スに各年のスタジアム利用者数や試合数の実績を勘案し、試算した。埼玉スタジアムの利用に

伴う消費支出の直接効果の累計は５８，８７５百万円で、これによる埼玉県内への経済波及効果の累

計は８５，６９４百万円となり、直接効果に対し、１．４５倍の生産誘発効果が生まれたと試算した（図
２、表５）。

（注４）ベースとなる２０１０年度の直接効果の推計は、後記「５．埼玉スタジアム利用による２０１０年度単年度の経済波
及効果」を参照。

表４．波及効果の大きな産業部門 （単位：百万円）

産業部門 直接効果
直接効果による
県内最終

需要増加額 a

一次
間接効果
b

二次
間接効果
c

経済
波及効果
a+b+c

雇用創出
（人）

食料品 ０．０ ０．０ ０．６ ３０３．２ ３０３．８ １７
セメント・セメント製品 ０．０ ０．０ １，５００．３ ６．８ １，５０７．１ ６４
建設・建築用金属製品 ０．０ ０．０ １，３１４．１ １１．８ １，３２５．９ ６９
建築 ３５，６００．０ ３５，６００．０ ６３．０ ２．６ ３５，６６５．７ ２，４４８
建設補修 ０．０ ０．０ １８０．３ ２３４．５ ４１４．７ １６
公共事業 １７，９００．０ １７，９００．０ ０．０ ０．０ １７，９００．０ ９６７
電力 ０．０ ０．０ ２４５．８ １５７．０ ４０２．８ ４
商業 ０．０ ０．０ ２，５５５．０ １，０３９．１ ３，５９４．１ ４０９
金融・保険 ０．０ ０．０ １，１５１．６ ６７５．０ １，８２６．６ ７０
不動産仲介及び賃貸 ０．０ ０．０ ２７１．１ ９９．０ ３７０．１ ２０
住宅賃貸料 ０．０ ０．０ ０．０ ４８０．８ ４８０．８ ５
住宅賃貸料（帰属家賃） ０．０ ０．０ ０．０ ２，６２２．７ ２，６２２．７ ０
道路輸送（除自家輸送） ０．０ ０．０ ６８９．７ １４６．０ ８３５．７ １４０
自家輸送 ０．０ ０．０ １，９２９．２ １１８．０ ２，０４７．１ ０
運輸付帯サービス ０．０ ０．０ ２２６．７ ９５．３ ３２２．０ ２４
通信 ０．０ ０．０ ４５９．１ ３５７．８ ８１６．９ ３３
自動車・機械修理 ０．０ ０．０ ８３８．４ １９７．２ １，０３５．６ ５８
その他の対事業所サービス ０．０ ０．０ ２，４９７．３ １７９．６ ２，６７６．９ ３４２
飲食店 ０．０ ０．０ ０．０ ４２１．７ ４２１．７ ７１
その他の対個人サービス ０．０ ０．０ ２８．１ ２７４．５ ３０２．６ ３２
その他 ０．０ ０．０ ４，３７９．５ ２，４２３．３ ６，８０２．８ ３５７

計 ５３，５００．０ ５３，５００．０ １８，３２９．８ ９，８４５．９ ８１，６７５．７ ５，１４７

図２．埼玉スタジアム利用の消費支出による経済波及効果の推移
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表５．埼玉スタジアム利用の消費支出による毎年の経済波及効果 （単位：百万円、人）
年 度 ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６

スタジアム利用者数（人） ４６１，８７３ １，０５３，５８４ １，０５５，５０２ １，２３９，７５４ １，２５９，５８０ １，３８６，７９９
直 接 効 果 １，８１４ ４，２４９ ４，５４０ ５，３３１ ５，８０５ ６，２７６
交 通 費 ２４２ ５４４ ６１７ ７５７ ７７４ ８４１

入場料、広告収入等 １，２５４ ２，９８５ ３，１６４ ３，６６７ ４，１０６ ４，４２４
飲 食 費 １６６ ３７９ ３８０ ４４６ ４５３ ４９９
グッズ購入 ９７ ２２１ ２２１ ２６０ ２６４ ２９０
宿 泊 費 ４０ ８８ １１６ １４８ １５３ １６４
駐 車 料 １４ ３１ ４１ ５３ ５５ ５８

直接効果による
県内最終需要増加額 a １，８０６ ４，２３１ ４，５２４ ５，３１３ ５，７８７ ６，２５６

一次間接効果 b ５６２ １，３１２ １，４０７ １，６５８ １，７９７ １，９４３
二次間接効果 c ２７２ ６３８ ６８２ ８００ ８６８ ９４０

経済波及効果 a+b+c ２，６４０ ６，１８１ ６，６１３ ７，７７１ ８，４５２ ９，１３９

年 度 ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ 累 計
スタジアム利用者数（人） １，７１５，８３０ １，５３７，４７３ １，２９５，５８６ １，１９２，９２０ ９８１，５６５ １３，１８０，４６６

直 接 効 果 ７，４７４ ６，８０５ ６，００２ ５，６２６ ４，９５２ ５８，８７５
交 通 費 １，０２８ ９１８ ７７０ ６７８ ５７５ ７，７４４

入場料、広告収入等 ５，２０１ ４，７７３ ４，２９５ ４，１０２ ３，６７１ ４１，６４２
飲 食 費 ６１８ ５５４ ４６６ ４２９ ３５３ ４，７４５
グッズ購入 ３５９ ３２２ ２７１ ２５０ ２０６ ２，７６０
宿 泊 費 １９８ １７６ １４７ １２３ １０８ １，４６２
駐 車 料 ７１ ６３ ５３ ４４ ３９ ５２２

直接効果による
県内最終需要増加額 a ７，４４９ ６，７８２ ５，９８３ ５，６０７ ４，９３７ ５８，６７５

一次間接効果 b ２，３１９ ２，１０８ １，８５２ １，７２９ １，５１７ １８，２０４
二次間接効果 c １，１２０ １，０１９ ８９８ ８４０ ７３８ ８，８１５

経済波及効果 a+b+c １０，８８８ ９，９０９ ８，７３３ ８，１７６ ７，１９２ ８５，６９４

（注）２０１１年度については２０１１年１２月１１日現在までの期間により試算

５．埼玉スタジアム利用による２０１０年度単年度の経済波及効果の試算

以下では、埼玉スタジアム利用の消費支出による毎年の経済波及効果を算定するうえでベー

スとなる２０１０年度の経済波及効果の試算過程と結果を示した。

� 経済波及効果の試算方法
最初に、経済波及効果を試算するもととなる「直接効果」を推計した。直接効果には、埼玉

スタジアムの利用者が埼玉県内で支出する入場料、交通費、飲食費、グッズ購入、宿泊費など

に、埼玉スタジアム運営者の事業活動や浦和レッズなどの興業活動に伴う事業収入や広告収入

を加えた。

次に、「直接効果」により生じた生産拡大が、その原材料・部品やサービスの需要を生み、

さらに他の産業への生産増となり、次々に生産が波及していき、関連産業の生産が増える効果

「１次間接効果」を試算した。これに、関連産業に従事する雇用者の所得増加が、消費を通じ

て新たに生産を誘発する効果「２次間接効果」を試算した。試算にあたって、埼玉県が公表し

ている平成１７年埼玉県産業連関表（注５）の１０８部門表を用いた。

（注５）産業連関表は、産業相互間や産業・最終消費者間の取引を一覧表に集約したもので、その表から導き出され
る係数を使って経済波及効果を算出することができる。

� 直接効果の推計
直接効果は、２０１０年度の埼玉スタジアムの年間利用者数の実績をベースに推計すると、以下

の通り�から�の総額５，６２６百万円となった。

調調査査レレポポーートト
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交通手段 金額（百万円） 備 考
埼玉高速鉄道 １７７ �交通手段別の利用者数は「輸送状況報告（埼玉高速鉄道）」をもとに算出し、交通手段別

の単価は各種資料をもとに当研究所が推定した。
�その他は交通手段が不明な利用者３３６，１３２人（埼玉スタジアム総利用者数１，１９２，９２０人から、
「輸送状況報告（埼玉高速鉄道）」で交通手段が報告された８５６，７８８人を差し引いた人数）
の交通費であり、単価は当研究所が推定した。

シャトルバス ６６
JR東日本及び東武鉄道 １１７

団体バス ２１
車利用（ガソリン代） １９６

その他 １０１

合計 ６７８

�交通費

収入者 金額（百万円） 項目 備 考

�埼玉県公園緑地協会 ２０９ 利用料金収入 会場使用料、会議室使用料等
２４８ 自主事業収入 スタジアムツアー、看板等

浦和レッズ他 ２，６４５ 入場料 各種資料より当社推計
浦和レッズ １，０００ 広告収入 Jリーグ等資料からの当社推計

合計 ４，１０２

収入者 金額（百万円） 備 考
�埼玉県公園緑地協会
及び浦和レッズ ２８７ �埼玉県公園緑地協会及び浦和レッズ資料より

イオン浦和美園等 １４２ 各種資料より当社推計

合計 ４２９

�入場料、広告収入等

�飲食費

�グッズ購入
収入者 金額（百万円） 備 考

�埼玉県公園緑地協会
及び浦和レッズ ２５０ �埼玉県公園緑地協会及び浦和レッズ資料より

�宿泊費
単価（円） 宿泊者数（人） 金額（百万円） 備 考
８，０００ １５，４２２ １２３ 宿泊者数は、「浦和レッズ観戦者調査２００８年」をもとに当社推計

�駐車料
単価（円） 利用台数 金額（百万円） 備 考
１，０００ ４４，０４６ ４４ 利用台数は「輸送状況報告（埼玉高速鉄道）」をもとに当社推計

直接効果総額 ５，６２６百万円

� 直接効果（５，６２６百万円）の産業別配分
交通費６７８百万円は、交通手段を勘案して、鉄道輸送、道路輸送（除自家輸送）、自家輸送の

各部門にそれぞれ配分した。入場料、広告収入等４，１０２百万円は娯楽サービスに、飲食費４２９百

万円は飲食店に、グッズ購入２５０百万円は商業に、宿泊費１２３百万円は宿泊業、駐車料４４百万円

は不動産仲介及び賃貸に、それぞれ配分した。

� 経済波及効果の試算結果
直接効果５，６２６百万円による県内最終需要増加額は５，６０７百万円となり、間接効果は１次間接

効果１，７２９百万円と、２次間接効果８４０百万円を合わせ２，５６９百万円、これによる年間の経済波
及効果は８，１７６百万円と試算した。
直接効果の５，６２６百万円から８，１７６百万円と、１．４５倍の経済波及効果（＝経済波及効果／直接

効果）がもたらされ、これにより６７６人の雇用が創出されるものと試算した。
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表６．２０１０年度の埼玉スタジアム利用による経済波及効果 （単位：百万円）

直接効果
直接効果による
県内最終

需要増加額 a

１次
間接効果
b

２次
間接効果
c

経済
波及効果
a+b+c

雇用創出
効果
（人）

５，６２６ ５，６０７ １，７２９ ８４０ ８，１７６ ６７６

表７．波及効果の大きな産業部門 （単位：百万円）

産業部門 直接効果
直接効果による
県内最終

需要増加額 a

一次
間接効果
b

二次
間接効果
c

経済
波及効果
a+b+c

雇用創出
（人）

商業 ２４９．８ ２４９．８ １５８．８ ８８．７ ４９７．３ ５７
金融・保険 ０ ０ １７５．９ ５７．６ ２３３．５ ９
不動産仲介及び賃貸 ４４．０ ４４．０ ８４．４ ８．５ １３６．９ ７
鉄道輸送 ３４５．６ ３４５．６ ６．７ ６．８ ３５９．１ １３
道路輸送（除自家輸送） １０１．６ ８２．８ １８．１ １２．５ １１３．３ １９
自家輸送 ２３０．５ ２３０．５ １５５．１ １０．１ ３９５．７ ０
運輸付帯サービス ０ ０ ６０．２ ８．１ ６８．４ ５
自動車・機械修理 ０ ０ １５８．４ １６．８ １７５．３ １０
その他の対事業所サービス ０ ０ １２２．７ １５．３ １３８．０ １８
娯楽サービス ４，１０１．７ ４，１０１．７ １６．８ ２２．６ ４，１４１．１ ３９２
飲食店 ４２９．５ ４２９．５ ０ ３６．０ ４６５．５ ７８
宿泊業 １２３．４ １２３．４ ０ ３．３ １２６．７ １５
その他 ０ ０ ７７１．４ ５５４．２ １，３２５．６ ５４

計 ５，６２６．１ ５，６０７．３ １，７２８．５ ８４０．５ ８，１７６．３ ６７６

� 経済波及効果の内訳
経済波及効果の８，１７６百万円のうち、波及効果の大きな産業を部門別にみると、娯楽サービ

スの４，１４１百万円が最も多く、次いで、商業の４９７百万円、飲食店の４６５百万円となった（表７）。
また、雇用創出効果については６７６人の雇用が生まれる。この雇用創出効果を産業部門別に

みると、娯楽サービスの３９２人が最も多く、次いで、飲食店の７８人、商業の５７人となった。

６．おわりに

２００１年１０月の開業からこれまでに埼玉スタジアムがもたらした埼玉県内への経済波及効果は、

埼玉スタジアムの建設投資を合わせ１，６７４億円に上るものと試算した。埼玉スタジアムでのワ

ールドカップ予選などの国際試合を通じた、新聞掲載やテレビ放映といったメディアへの露出

は、世界各国に向けて「埼玉県」の知名度を高めている。

また、埼玉スタジアムを活用し、「Jリーグ百年構想」で示されている、「『観る』『する』『参

加する』。スポーツを通して世代を超えた触れあいの輪を広げること。」による地域のスポーツ

や文化振興への貢献を期待したい。

また、まちづくりという面から埼玉スタジアムの新たな価値を見いだし、最寄り駅となって

いる埼玉高速鉄道浦和美園駅からの動線を含めた周辺地域活性化の核として利用するという視

点も必要であろう。
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